

















































































































































































































































































































































































































































































































































(24) 東京の事件では，アメリカにいる Zから，直接 Xに対し，公証人の費用として数十
万円かかる旨連絡があったそうである。
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力がないと執行できないというのでは、手間と費用をかけて訴訟をおこした意
味がない。被告側の協力なしには執行できないという扱いは、民事裁判（判決
及び強制執行）制度自体を否定するものである。
また、権利証と実印による書類、印鑑証明の書類は、任意の共同申請の際に
登記義務者が用意する書類であって、被告側からこれらの書類がもらえるので
あれば、訴訟など起こさなくても（共同申請という形で）登記ができてしまう
ものである。被告側の協力なしには執行できないという扱いは「確定判決によ
る登記は、当該申請を共同してしなければならない者の他方が単独で申請する
ことができる。」とする不登法63条の定めにも反するものである。不登令を厳
格に解するあまりに、不登法の趣旨に反してしまう結果となり、本末転倒であ
る。
6．結語
上記の通り、判決による登記は単独申請により受理されるべきものである。
当事者の確定に関しては裁判所が責任をもって判断したはずである。この2つ
のことから考えて、両住所が記載された『判決等』は、（登記名義人の住所変
更の登記において、代位原因証書としてだけではなく）『住民票等』に代わる
住所変更証明情報として扱われるべきである。そのような扱いがなされたとし
ても、何ら法令に抵触するものではない。
裁判実務に携わるものとしては、このような扱いがなされることを強く望む
ものである。仮に、どうしてもできない場合においても、単独申請が可能とな
るよう、添付情報は原告が単独で取得できるものに限っていただきたいと思
う。
判決等による登記の手続について、見直しがなされ、より利用しやすい、予
測可能なものに改善されることを、切に望む次第である。
以 上
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